
大阪府域水道の将来構想

提　言　書
平成２２年１２月

大阪府域水道将来構想検討委員会

１．はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　大阪の近代水道は、１８９５年（明治２８年）に大阪市で始まり、これまで１１５年の間、府や市町村において、水需要の増加や原水水質の悪化などに対応する施設整備事業に取り組み、今日では府民約８８０万人に水道水を供給している。

　その一方で、時代の変遷や社会環境の変化に伴い、新たな課題に直面している。水道施設の老朽化や地震対策として、今後施設・管路の耐震化や更新が必要であるが、ライフスタイルの変化や節水機器の普及、給水人口の減少などから、給水収益の減収が見込まれる。

　また、水源の大半を淀川に依存していることは、大規模な災害・事故等の発生時にも、利用者に安全・安定した給水を継続するに当たっての大きな課題である。

　このような厳しい環境の中、これらの課題を克服し、大阪の水道を持続・発展させていくため、本委員会は、平成２２年６月に大阪府からの委嘱を受け、公開形式の委員会を５回にわたって開催し、市町村水道の関係者や傍聴者からの意見も交えながら、その将来像と水道整備の方向性について検討を行い、提言としてとりまとめた。検討した内容については、府域水道の現状と課題、広域化の効果、府内水道事業体（５団体）の意見聴取、府域水道の将来像に関する市町村アンケート結果、府域水道の将来像とそこに至るロードマップなどである。
２．府域水道の将来像（目指す方向）　　　　　　　
　府民は、今と同等もしくはそれ以上の品質の水道水を、できる限り安く、必要なときはいつでも提供されることを望んでおり、水道事業者はこれに応えていかなければならない。
　したがって、府域水道の目指す方向は、府民に対して安心・安全な水を可能な限り安定かつ安価に供給し続け、国の水道ビジョンに示された５つの政策目標（安心・安定・持続・環境・国際）を実現していくことであると考えられる。
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①　安定して給水する「水道」

　　水道は府民生活や産業活動に欠かせないライフラインであり、その機能が損なわれないように、計画的・効率的に施設更新を行うとともに、気候変動に伴う渇水・洪水や地震等の自然災害、停電、水質事故等の非常時への備えを行い、利用者にいつでもどこでも安定的に水道水を提供すること。

②　安心・安全な水道水を給水する「水道」

　　府民が利用する水が安全であることは、水道の最も基本的な条件であり、水道水源から給水栓に至るまで徹底した衛生管理のもとで、全ての府民が安心しておいしく飲める水道水を提供すること。

③　健全な運営を持続する「水道」

　　地域の実情に応じ、市町村域を越えた経営・管理等の広域化を進め、施設効率、経済効率の良い水道への再構築を図り、持続可能な水道システムを支える運営基盤を強化すること。

また、培ってきた水道に係る文化や技術を継承し、水道技術に携わる人材を確保・育成するとともに、技術の研鑽や新技術の導入を積極的に促進すること。

④　地球環境にやさしい「水道」
　　公共サービスの提供者としての社会的責任を率先して果たすため、環境保全のための目標を立て、省エネルギーの推進、新エネルギーの活用等により、環境にやさしい水道を構築すること。

⑤　アジア・世界に貢献する「水道」

　　世界的に見ても高い水道技術を、国際協力や水道ビジネス等により、アジアやアフリカなど安全な飲料水を継続的に利用できない人々や国々に提供し、府域水道の技術力・経営力の強化を図りつつ、相手国の水環境の改善を図り、広く世界に貢献すること。
３．将来像の実現に向けた取り組み　　　　　　　　

　府域水道を目指すべき方向に導くには、府域水道が抱える様々な課題を解決する必要がある。本委員会では、これらの課題と対応策を検討し、その実現に向けた方策について提言する。
３．１　府域水道の課題

１）事業運営面

　府域水道の事業運営面での課題には、「老朽化対策の推進」「耐震化の推進」「人材・技術力の確保」といった技術基盤に関するものと、「施設・組織の効率化」「経営の健全性の維持」「サービスの向上」「料金水準の平準化」といった経営基盤に関するものがあり、これらを解決するには、技術基盤と経営基盤の強化を両立すること、つまり運営基盤を強化することが必要である。

府域水道の事業経営は、今後、水需要の減少に伴う給水収益の益々の減少、老朽化施設の更新や耐震化等に伴う支出の増加により、厳しい経営環境となることが予想され、自立的・持続的に運営するための更なる強化策の模索は市町村共通の課題である。

[image: image2.emf]府域一水道のロードマップ
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２）安定給水面
府域水道は、府民の生命や生活、産業活動にとって欠かすことのできない重要な施設であることから、安定給水の強化は最重要課題であるといえる。

平常時の安定給水はもちろんのこと、災害時でも極力被害を軽減し、飲用水をはじめとする給水の確保に努めるべきである。特に医療機関（人工透析病院）では、断水による二次的被害も懸念されることから、可能な限り断水を回避できるような対策が求められる。

以上の点を踏まえ、また、府域水道が淀川に大きく依存している現状から考えると、(1)淀川からの給水の確保、(2)地域自己水との連携、(3)近隣他府県との連携、に取り組むべきである。
（１）淀川からの給水の確保

最重要な水源である淀川からの給水を確保するため、既存施設の耐震化などに積極的に取り組むべきであるが、淀川からの広域水道施設全体の耐震化等には時間と費用がかかる。重要給水施設に対する給水確保等に配慮しつつ、アセットマネジメントなどを活用し、計画的に更新を進めるべきである。
（２）地域自己水との連携

地域自己水は、災害時における生活用水の確保や社会活動の早期復旧など、地域にとって重要な水源であり、市町村の枠組みを越えた連携策を検討すべきである。
地域水道ネットワークの構築に向けて地域内で短・中期的に取組むとともに、府全体での共通指針の策定に大阪府や大阪広域水道企業団が中心となって取り組むべきである。
（３）近隣他府県との連携

府県の枠を越えた広域的な水源の確保については、府ではかつて水源不足と安定給水強化のために和歌山県の紀の川に水源を求めたが、近年水需要が減少していることを踏まえ、その事業化が見送られた。
また、淀川から離れている府南部地域の安定給水強化には、紀の川を水源に持つ奈良県営水道や和歌山市水道との相互融通が有効であり、実現にあたっては、融通水量の決定や連絡管の整備、その費用負担などの課題はあるが、検討する意義は非常に高いと考えられる。そこで、双方の関係者による協議を期待したい。
■近隣他府県との連携
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３．２　運営基盤の強化（府域一水道に向けたロードマップ）

厳しい経営環境の中、水道施設の計画的な更新、住民サービス・料金の保持や安定給水の強化には、個別の経営努力に加えて、広域化により効率化や最適化を図り、水道事業の運営基盤を強化することが有効である。

大阪では、水道用水供給事業を核とした水道システムが広域的に整備され、大阪市を除く全市町村の水道水の約７割を供給している。
また、平成２３年４月からは、受水市町村による大阪広域水道企業団が水道用水供給事業を府水道部から承継することになっている。これを契機に、大阪の特徴を活かして更なる広域化を推進し、最終的には大阪市を含む府域一水道を目指すべきである。

１）府域一水道に向けたロードマップ
　　大阪では、４３市町村が水道事業を運営しており、水道施設（特に給配水施設）や料金水準の格差、自己水源の保有状況等、それぞれの事情が異なる。したがって、広域化の必要性・緊急性に対する温度差があり、求められる広域化の形態やプロセスは必ずしも同一とは言えない。このことから、将来を見据えつつ、多様な形態も選択しながら、柔軟かつ統合的なロードマップを示すことが必要である。
　　府域水道の将来像を実現するためには、最終目標である府域一水道を早期に実現することが望ましいが、そのためには、43市町村の水道事業について、できる限り水道施設や料金格差の平準化を進めると同時に、広域化に対する利用者の理解を得ることが重要となる。また、水道施設の共同化や統廃合を行うには、府域水道の全体像を明確にした上で、それぞれの施設の更新時期を見据え、統合的に整備を進めていく必要がある。
　　そこで、最終目標である府域一水道に向けた取組過程を広域化推進期とし、これをステップ１「業務の共同化」とステップ２「経営の一体化・事業統合」の段階に分け、地域・市町村の実情に応じてステップ１から段階的に広域化を進めることとした。これにより課題の改善効果を利用者に対して具体的に見せることが、更なる広域化への理解と合意につながると考えられる。また、より早い段階でステップ２への取り組みを希望する市町村に対しては、関係者の合意形成のもと、柔軟に進めることも想定すべきである。

　　なお、市町村の主体的な取り組みを促し、状況に応じて、できるだけ早期の広域化を進めていくこととするが、目標期間の設定に当たっては、全体最適（ここでは、水道システムの再構築を含む府域全体として最も効率的・効果的となる技術基盤及び経営基盤の確立と定義し、最終形として府域一水道を想定）を見据えた水道施設の整備・統廃合を進めるために相当な期間を必要とすることを踏まえると、施設更新のタイミングを斟酌しつつ、概ね２０年程度を視野に入れて進めていくことが妥当と考える。
２）ステップ１「業務の共同化」の進め方
ステップ１では、水質・水運用管理の共同化や施設・資材管理等の共同化などの「業務の共同化」を推進し、課題の改善効果を住民等に具体的に見せつつ、共通基盤の整備や事業体間格差の縮減・平準化を進めることとする。
３）ステップ２「経営の一体化、事業統合」の進め方
ステップ１の取組みを積み重ねた結果、関係事業体の共通基盤など、統合条件等が整った上で、ステップ２「経営の一体化、事業統合」へと移行する。この時期には事業体間の格差は縮小しており、施設・サービス、最終的には料金を含めた運営の根幹部分に関する統合に向けた検討が可能と考える。


３．３　今後の取り組み

　府域一水道に向けた第一歩を踏み出すため、特に早期に取り組むべき項目を３つあげる。


1 新しい水道整備基本構想（おおさか水道ビジョン）の策定
　　本委員会では、広域化を具体的・現実的に進める必要があるとしつつ、常に理想形や全体最適を見据えて整合させることの重要性を示してきた。

　　したがって、府域水道の目指すべき方向性を示す水道整備基本構想は、府域水道の大きな転換期である現状と新しい潮流を踏まえ、長期的な視点で全体最適を示すものに早急に改定すべきである。
　　ここで、改定に当たっては、大阪市を含む府内４３市町村の水道事業体の声を反映する機会を設けるとともに、その具体化を図る広域的水道整備計画を併せて改定し、より実効性の高いものにすることが必要である。
さらに、市町村の水道事業体においては、それぞれの地域水道ビジョンや基本計画をこれら構想や整備計画と整合させるなど、府内水道全体で広域化に取り組まなければならないと考える。
2 業務共同化のニーズ把握と推進体制の構築
　　本提言では、全体最適として府域一水道を目指すべきとしつつも、地域のニーズに合う形で、できるところから「業務の共同化」を進めることとした。

その具体化にあたっては、大阪府・大阪広域水道企業団・市町村水道が広域的な視点を共有し、連携することが重要であることはもちろん、実際に全体最適に向けた共同化を企画・立案する機能が不可欠と考える。これについては、府内水道の中心となる大阪広域水道企業団のリーダーシップに期待するとともに、それを発揮できる仕組みについても検討していただきたい。

3 未来の水道を担う人材の育成

水道事業の持続と発展の基礎となる人材の育成と技術の継承は、府域水道の共通課題であり、できるだけ早く広域的に取組むべきである。広域化による技術者の共有や退職を迎えた官民水道技術者のキャリアの活用など、未来の水道を担う人材の育成に向けた具体的な仕組みを検討すべきである。
また、府域水道の安定給水強化に向けた新たな取り組みとして、災害時の地域自己水の相互融通・地域水道ネットワークの構築と府全体での共通指針の策定に努めていただきたい。そして、更に広範な災害リスクに備え、他府県との相互融通体制の整備、例えば府南部地域の安定給水強化に有効な紀の川との相互融通等について、大阪府・大阪広域水道企業団を中心に、国や近隣他府県と連携して取組むことが必要である。
４．おわりに　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本委員会では、府域水道の目指すべき方向とその実現方策について議論し、提言としてとりまとめたが、最後に、これから府域水道の関係者により広域化を進めるにあたり、次のことをお願いしたい。

　まず、広域化の基本的な進め方については、府域水道の現状や広域化への意向を踏まえ、大阪広域水道企業団を中心とする業務の共同化を、希望する市町村から始めることとしたが、この段階だけで広域化が達成されるわけではなく、最初の一歩に過ぎないことを強く認識することである。
　また、このような共同化を企業団と個々の市町村で個別に始めた場合、「部分最適」を達成できるかもしれないが、それが「全体最適」につながらない場合もあることから、常に全体最適（府域一水道）を見据えつつ、将来像の実現に向けて着実に歩んで欲しいと考える。

　以上、大阪府に対する本委員会からの提言とするが、水道事業は府内市町村により運営されていることから、本提言は、府のみならず、府内すべての水道事業体の指針とするとともに、これら水道関係者が府民に対して情報を広く発信し、府民の参加と水道関係者との協働による「未来につながる水道づくり」が行われることを切に望む。
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添付資料２．大阪府域水道将来構想検討委員会　検討の経過と概要

　第１回検討委員会［平成22年6月29日(火) 開催］

　　議題（１）委員長の選出について

　　　　（２）検討事項とスケジュールについて

　　　　（３）府域水道の現状・課題について

　　　　（４）広域化の効果と府域水道の方向性について

　第２回検討委員会［平成22年7月28日(水) 開催］

　　議題（１）府域水道の将来像に関するアンケート調査結果の説明

　　　　（２）水道事業体の現状・課題について

　　　　（３）水道広域化に関する意見交換
　第３回検討委員会［平成22年9月6日(月) 開催］

　　議題（１）府域水道の将来像（運営基盤の強化）

　第４回検討委員会［平成22年11月19日(金) 開催］

　　議題（１）府域水道の将来像（安定給水の強化）

　第５回検討委員会［平成22年12月17日(金) 開催］

　　議題（１）府域水道の将来構想（提言書素案）について

添付資料３．大阪府域水道将来構想検討委員会　設置要綱
(設置)

第1条
府域水道の将来像を見据え、広域化の推進とその実現に向けた水道整備の方向性について、専門的かつ客観的な意見を求めるため、大阪府域水道将来構想検討委員会(以下「委員会」という。)を置く。

(検討内容)

第2条　委員会は、次の事項について協議・検討を行う。

一　府域水道の将来像（あるべき姿）に関すること。

二　広域化の実現に向けた府内の水道整備の方向性に関すること。

(組織)

第3条　委員会は、委員５人以内で組織する。

2　委員は、学識経験者、府内水道事業者、公営企業会計制度に関し優れた識見を有する者のうちから、知事が委嘱する。

(守秘義務)

第4条　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

(委員長)

第5条　委員会に委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。

2　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

3　委員長は、議長として委員会の議事を運営する。

4　委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。

(会議)

第6条　委員会の会議は、委員長が招集する。

2　委員長は、必要に応じて委員以外の者の出席を求めることができる。

(会議の公開)

第7条　委員会の会議は、原則として公開とする。

(庶務)

第8条　委員会の庶務は、健康医療部環境衛生課において行う。

(委任)

第9条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。

附　則

この要綱は、平成22年6月15日から施行する。
≪府域水道の目指す方向≫


①　安定して給水する「水道」


②　安心・安全な水道水を給水する「水道」


③　健全な運営を持続する「水道」


④　地球環境にやさしい「水道」


⑤　アジア・世界に貢献する「水道」





≪国≫


安定　


安心　


持続　


環境　


国際





① 新しい水道整備基本構想（おおさか水道ビジョン）の策定


② 業務共同化のニーズ把握と推進体制の構築


③ 未来の水道を担う人材の育成
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